
 

 

令和８年度エネルギー価格・物価高騰対策 

Ⅰ 県内経済を守り、回復させる施策                 

          ―７､４７７百万円【予算４７７百万円：補正７０１１百万円】 

  （１）農林水産業への支援    

    ・農業者、漁業者向け制度融資を継続し、事業者等の資金繰りを支援 

    ・農林水産業者におけるエネルギーコスト削減のための設備投資等を支援 

    ・飼料用米等を組み合わせた水田農業への支援を行うとともに、県産飼料 

     の安定生産を進めるための取組を支援 

     ・飼料価格高騰への補てん金を支給するなど，畜産経営の継続を支援 

    ・園芸用ハウス整備に係る経費への支援を拡充 

    ・農業水利施設の省エネルギー化やコスト削減の取組を支援 

    ・アユ種苗生産施設における生産性向上のための技術開発を支援 

・農林水産事業者の生産性・収益性向上につながる技術導入を進めるため、 

     農林水産試験研究機関に機器等を整備 

  （２）中小企業等への支援 

    ・県制度融資により、売上や利益率が減少している中小企業者等の資金繰

りを引き続き支援 

    ・中小企業等におけるエネルギーコスト削減のための設備投資等を支援 

    ・既に支援を活用した事業者も含め、改めて支援を実施するため、予算増 

額に加え、今後必要となる支援に必要な財源の一部を基金に積立 

    ・事業継続を支援する商工団体の特別相談支援体制を維持するとともに、 

     価格転嫁などの経営課題に対してアドバイザーを派遣 

    ・製造業における生産性向上のための設備投資等を支援 

    ・飲食・商業・サービス業における新事業展開のための設備投資等を支援 

    ・食品産業における輸出拡大のための設備投資等を支援 

    ・建設産業にける生産性向上のための設備投資等を支援 

    ・県内製造業者の技術力や品質管理能力の向上を支援するため、産業技術 

     センターに機器等を整備 

  （３）医療・介護・福祉事業者への支援 

    ・ 医療機関、介護施設、障がい福祉サービス施設､保育施設、公衆浴場等に 

     対して応援金を支給  

    ・ 障がい福祉サービスの事業継続に向け、訪問・送迎の移動経費や災害発 

     生時に必要な設備・備品の購入費等を支援 

    ・社会福祉法人等におけるエネルギーコスト削減のための設備投資等を支

援 

 Ⅱ 県民生活の支援            

              ―２、５４０百万円 【当初１８８百万円：補正２３

１７百万円 】 

    ・ 市町村と連携し、住民税非課税世帯への給付を実施 



 

 

    ・ 家庭での再生可能エネルギーの設備導入を支援 

    ・ 修学が困難な生徒等の負担を軽減 

    ・ 米価格の高騰に対応し、中学校の給食における米の価格上昇分を支援 

    ・ 特別支援学校等の給食費や「子ども食堂」の運営経費を支援 

 Ⅲ  その他        

              ー３、３３４百万円【当初２２７１百万円：補正１

０６２百万円】 

     ・ 施設維持管理費などの経常的な委託料等及び指定管理料を増額し、県 

      事業者の賃金引き上げを促進 

     ・ 県立学校・県立大学・県庁舎等における光熱費を増額 

     ・ 公の施設・県立大学・高校等においてエネルギーコスト削減効果の高

い 

      設備導入を実施 

 

 

 

 

 

Ⅰ 県内経済を守り、回復させる施策              ２，８８９百万円 

                   〔当初１、０９０百万円：補正１、７９９百万円〕 

   ・国の保証制度を活用し、売上や利益率が減少している中小企業者等の資金繰りを支援 

   ・令和４年度に創設した農業者、漁業者向け制度融資を継続し、事業者等の資金繰りを支援 

   ・飼料価格高騰への補てん金を支給するなど，畜産経営の継続を支援 

   ・中小企業、農林水産業者、社会福祉法人等におけるエネルギーコスト削減のための設備投

資等を支援 

   ・中小企業等における生産性向上のための設備投資等を支援 

   ・事業継続を支援する商工団体の相談支援体制を維持 

   ・県独自の特典付飲食券を発行し，飲食需要の喚起を実施 

   ・観光地の再生・観光サービスの高付加価値化を支援 

  

  Ⅱ 県民生活の支援                      １２０百万円 

                               〔当初１２０百万円 〕 

   ・家庭での再生可能エネルギーの設備導入を支援 

   ・修学が困難な生徒等の負担を軽減 

   ・特別支援学校の給食費や「子ども食堂」の運営経費を支援 

 

 Ⅲ  その他                        １、９６７百万円 

                              〔当初１、９６７百万円〕 

    ・施設維持管理費などの経常的な委託料及び指定管理料を増額し、県内事業者の賃金引き



 

 

上げを促進 

    ・県立学校及び県庁舎等における光熱費を増額 

    ・エネルギー価格・物価高騰対策に機動的に対応するため、枠予算を設定 


